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日本 2,927 4.6 4,714 1.2 5,849
韓国 1,982 8.7 1,839 0.6 6,238
中国 － 44.1 115,632 0.1 5,095
マレーシア － 14.7 7,585 2.0 3,321
タイ 15,178 44.4 17,687 0.6 3,044
フィリピン 11,544 37.2 10,700 0.4 2,916
インドネシア 41,652 44.6 36,500 0.4 4,278
シンガポール 5 0.3 1 0.2 －
カンボジア － 60.3 3,852 0.4 2,231
ラオス － － 1,074 0.2 3,648
ベトナム 24,721 59.9 8,920 0.2 4,641































































































































日本 74,849 1.7 19,177
韓国 22,416 3.7 6,922
中国 246,982 12.7 292
マレーシア 10,843 9.2 2,898
タイ 16,164 10.1 554
フィリピン 12,949 14.7 429
インドネシア 38,429 14.9 421
シンガポール 93 0.1 19,959
カンボジア 1,710 33.7 181
ラオス 1,157 46.8 264
ベトナム 9,936 21.7 182





































































































化するために 貿易自由化の推進とともに、調整過程を適切に支援することが不可欠 あろう 特に技術移転や検疫制度の調整、国内補助金のあり方など 共通して政策運営にあたらなければならない局面が多く存在する。また東アジア内の途上国 対しては日本のＯＤＡ（政府開発援助）など援助と政策運営を絡めて議論する必要があろう。　
一方、東アジア統合にむけて東
















































種々の食料 安定供 に対するリスクである。食料供給のリスク国内生産と輸入の双方で起こる。国内生産への過度の依存は天候不順や鳥インフルエンザなどむしろリスクを集中するこ になりかねない。国内生産も多々ある供給源のひとつと考えてリスク分散を図るべきであろう。　
同様に、食料の安全保障は一国
で閉じて対策を練るよりも広域で対応することが望ましい。地域で迅速に食料不足を補う体制を整ておく方が、一国であらゆるリスクを想定して危機対策 講じるより効率的で費用も低くてすむ。このような考えに立 ば 東アジア地域で食料危機に対するリスク対応措置を共同で運営する制度が必要となる。　
実際、小規模ではあるが、すで





料安全保障の取り組みをより本格化し、より広範な食料安全保障制度にしなければならない。一方、コメでいえば、フィリピンやインドネシア、ラオスといったコメの輸入国とタイやベトナムのようコメの輸出国が混在するアジアのなかで、コメ備蓄に対する利害が一致しない事態が生じる恐れもある。さらには 拠出の負担 おいて、経済発展の度合いによる傾斜配分は必要であるにしても、地域全体での参加により地域で協力しあって食料安全保障を確保するという意識を高めることが重要 ある。　
東アジアの食料安全保障はこの
地域の安全保障そのもの 確つながる。自国の食料のみに拘泥するのではなく、アジア地域 視座で食料を考え、地域全体の農業資源の有効活用を目指すべきであろう。この点を東アジア共通農業政策の基本と れば、国境措置と
しての関税の撤廃は抵抗が少なくなるであろう。五．おわりに　
東アジア統合への道は平坦では








































し、競合する輸入国の生産者を敗者とする構図だけが明確になり、国内生産者の政治活動だけを活発にする恐れがある。自由貿易がもつ多面性と総合的社会的便益を強調するとともに、東アジア地域内での短期的・過渡的な補填や所得移転の必要性を吟味し 多国間で構造調整 円滑化を図 必要ろう。一方、農業問題を農業内部だけの問題とするのではなく、広く東アジア経済一般 問題とし、またアジア全体の食料問題と位置づけ、経済協力や技術援助、人的交流や直接投資とあわせて検討することが求められる。（ほ
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